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・全国で総世帯数がピークに【国立社会保障・人口問題研究所】 

・団塊の世代がすべて後期高齢者（75 歳以上）に 
 【厚生労働省】 

・日本国際博覧会（大阪・関西万博）開催【経済産業省】 

・脱炭素社会に向けた中間目標 
（二酸化炭素排出量 2013 年比 46％減） 

2030 年 

・SDGs 期限。ポスト SDGs へ 

2042 年 

2050 年 

2025 年 

2023 年 

・高齢者（65 歳以上）人口がピークを迎える 
【国立社会保障・人口問題研究所】 

・脱炭素社会の実現（二酸化炭素排出量実質ゼロ） 

今後、まちづくりへの影響が見込まれる事象など 
・人口減少社会がもたらす影響 
・技術革新、特にデジタル化を前提とした社会への対応 
・南海トラフ地震や想定を超える自然災害への対応 
 

１．社会潮流 
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  人口減少社会の進行 

（年） 

（資料）まち・ひと・しごと創生⾧期ビジョン（令和元年改訂版）をもとに本市で作成 
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  多様化するコミュニティの形態と地域におけるつながりの希薄化 

  脱炭素社会の実現に向けた機運の高まり 

 

66.5 
65.1 

63.8 
61.5 

60.4 59.4 
58.3 

57.1 
55.9 

54.8 54.6 
52.7 

50.9 
49.3 

47.4 
46.1 

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

本市社会福祉協議会加入率の推移

基準値の二酸化炭素排出量

2013年度 3,502 kt-CO 

中間目標 2013年度比で50％以上削減

2030年度 1,737 kt-CO 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2013 14 15 16 17 18 19 20 2030 2050

市域における二酸化炭素排出量の推移

二酸化炭素排出量実質ゼロ 

（kt-CO ） 

（資料）尼崎市 

（資料）尼崎市 

（年度） 

（％） 

（年度） 
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  デジタル化の進展 

  産業構造・労働環境の変化 

  

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

2010

（n=22,271）

2011

（n=16,530）

2012

（n=20,418）

2013

（n=15,599）

2014

（n=16,529）

2015

（n=14,765）

2016

（n=17,040）

2017

（n=16,117）

2018

（n=16,255）

2019

（n=15,410）

2020

（n=17,345）

情報通信機器の世帯保有率の推移

スマートフォン パソコン タブレット型端末 ウェアラブル端末 固定電話 ＦＡＸ

（年）

470

490

510

530

550

570
実質GDPの推移

リーマンショック 

(08 年 9 月) 
東日本大震災 

(11 年 3 月) 

消費税率引き上げ

8％(14 年 4 月) 

新型コロナウイルス

感染症拡大に 

よる緊急事態宣言 

(20 年 4 月) 

（年） 

（兆円） 

（％） 

（資料）総務省「令和 3 年版情報通信白書」 

（資料）内閣府 
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  災害対策など安全・安心への意識の高まり 

 

 

 

 

  新型コロナウイルス感染症がもたらした新たな日常  

  

4
3

2 2
1

2 2
1

4

1 1 1

3

7
8

3
2

5 5

15

4

2

5
4

9

2

10

8

5

8

3

5

16

13

6

4

1980 82 84 86 88 90 92 94 96 98 2000 02 04 06 08 10 12 14 16 18 20
0

5

10

15

20
兵庫県の降雨強度 1時間50mm以上の年間発生回数の推移 （資料）気象庁 

コロナ禍での「ナッジ」理論の活用例。 

地面に貼られた足跡マークに合わせて間隔を空けて並ぶ仕組みづくり。 

世界保健機関（WHO）のホームページにも取り上げられました。 

（年） 

（回） 

Web 会議システムを活用したタウンミーティング。 

コロナ禍における新たなつながりの手法。 

市外、自宅など色々な場所から気軽につながることができます。 
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  人口動態の見通し 
■社会増により改善傾向にある人口動態 

■自然減の拡大により見込まれる人口減少の進行 

  

２．本市の状況 

△ 15,000

△ 12,500

△ 10,000

△ 7,500

△ 5,000

△ 2,500

0

2,500

5,000

7,500

10,000

12,500

社会増減数 自然増減数 合計

自然減が継続
（2009年～）

5年連続社会増
（2016年～2020年）

本市の人口動態

（資料）尼崎市統計書

（人）

（年）

6 12 20 29 46
71 83 77 90 86

18 27 33
47

60
64 52 69 56 50

397 361
362 327 289

274 266
237 220

207

133
123 82

63 54 50 44
42

39
34

1
2

5

554
524

499
466 454 459 445

425
405

377

0

100

200

300

400

500

600

1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060

75歳以上人口 65歳～74歳人口 生産年齢人口（15～64歳） 年少人口（0～14歳） 不詳

本市の総人口の推移

（資料）国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所の推計をもとに本市で作成

（千人）

（年）

推計 実績 
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■課題であるファミリー世帯の転出超過傾向 

■実態とイメージのギャップの解消へ 

  

▲ 1,000

▲ 800

▲ 600

▲ 400

▲ 200

0

200

400

600

800

1,000
年齢5歳階級別純移動数（2013年・2021年比較）

2013年 2021年

（人）

転出超過

（資料）住民基本台帳人口移動報告

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

治安・マナーが悪い

親（族）と同居・近居をしたいが遠い

子育て支援に不満

学校教育に不満

今の住宅に不満(広さ・価格)

通勤・通学が不便/仕事の都合

自然や空気など環境面が悪い

尼崎に住んで悪いことがあった

尼崎に愛着がわかない

その他

「尼崎市外に移りたい」「戻りたくない」理由（2020年実施アンケート）

近隣市から転入
近隣市へ転出
市内で転居

「その他」の主な理由 

 『普段の買い物が不便』『保健・医療・福祉サービスが整っていない』 

『保育所・幼稚園・学校などで子ども同士のつながりがない』 

39.9

44.5

29.7

34.3

4.1

2.5

8.9

6.2

8.7

8.9

8.7

3.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

2010年度

2020年度

尼崎市の居住意向（市民意識調査）

ずっと住み続けたい 当分の間は住みたい 市内で移りたい 市外に移りたい わからない 無回答

（＋7.6 ポイント） 

本市での居住継続に 

前向き 81.3％ 

 治安は大幅に改善 

（資料）住まいと暮らしに関するアンケート調査 

（資料）尼崎市 

（資料）市民意識調査 

（ｎ＝201） 

（歳） 

転入超過 

（％） 

（％） 
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  土地利用の特徴と変化 

■高い生活利便性と職住近接の強み  

（資料）尼崎市立地適正化計画（平成 29 年 3 月） 
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■大規模な住宅開発など工場跡地利用の変化 

あまがさき緑遊新都心土地区画整理事業により商業・業務地に転換された JR 尼崎駅周辺 
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  行財政運営の状況 

■⾧年の取組により着実な成果を上げてきた行財政改革

  
総合計画 

主要取組項目や施策、行政運営を推進するなか

で、引き続き、ファミリー世帯の増加に向けた

取組や健康で自立した生活の確保に向けた取

組、中長期的な視点での事務事業の改善といっ

た「都市の体質転換・税源の涵養」、「効果的・

効率的な行財政運営」に取り組む 

あまがさき「未来へつなぐ」 
プロジェクト 

平成 25年度～令和 4年度 

＜方向性＞ 

 都市の体質転換・税源の涵養 

 効果的・効率的な行財政運営 

 将来負担の抑制・社会経済情勢 

の変化に備えた行財政運営 

“
あ
ま
が
さ
き
”
行
財
政
構
造
改
革
推
進 

プ
ラ
ン
（
平
成
20
年
度
～
平
成
24
年
度
） 

尼
崎
市
経
営
再
建
プ
ロ
グ
ラ
ム 

（
平
成
15
年
度
～
平
成
19
年
度
） 財政運営方針 

達成すべき目標とそれに向けた財政規律などに 

もとづき規律ある安定的な財政運営を行う 
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 ３．「ありたいまち」と「まちづくりの進め方」 

22



 

 

  

23



 

 

４．まちづくりの基本的視点 
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